予算要求資料
平成26年度当初予算　   支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費　　
	事業名　有害鳥獣対策費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

環境生活部　自然環境保全課　生物多様性係　電話番号：058-272-1111（内2701）

　　　　　　　E-mail：c11265@pref.gifu.lg.jp 

　　　　　　　　　

１　事業費　　        １９，６３８千円（前年度予算額：２０，０００千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	20,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,000

	要求額
	19,638
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	19,638

	決定額
	23,881
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	23,881


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
鳥獣による農林業被害や生活環境被害等の増加に伴い、有害鳥獣捕獲へ
の要望は年々増加しているが、捕獲者の減少や高齢化、捕獲に係る経費的負

担などの問題を抱えている。

一方、特別天然記念物であるカモシカについては、密猟防止の観点からの

対策が必要となっている。
（２）事業内容

・　有害鳥獣駆除対策

市町村を通じ、有害鳥獣捕獲許可を受けた者に対して、捕獲に必要な経
費の一部を助成する。

· カモシカ対策指導

個体数調整により捕獲されたカモシカ及びその皮製品に対して、適正に捕
獲されていることを証明するタッグを装着する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　有害鳥獣被害に係る県民の負担軽減と県内に生息する鳥獣の個体数管理

に係るものであり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	64
	ヒアリング、現地調査

	需用費
	77
	耳標、タック、事務用品購入

	役務費
	8
	郵便代、電話代

	補助金
	19,489
	鳥獣の捕獲に係る助成

	合計
	19,638
	


	　決定額の考え方　

　直近の実績単価（平成24年度）を勘案し、所要額を計上します。



４　参考事項
（１）後年度の財政負担
　　　継続的実施が必要
　　　
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　農林業及び生活環境被害の軽減等を目的とした有害鳥獣捕獲を実施するため、各市町村において組織した捕獲隊や個人捕獲者が鳥獣の捕獲にあたる場合の経費の一部を助成し、被害低減を目指した捕獲を支援する。

　カモシカの適正な捕獲に関する証明を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	有害鳥獣捕獲数

	－
（H　）
	28,055
（H10）
	14,855
（H20）
	20,665
（H24）
	－
（H  ）
	％
－

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（平成24年度の有害捕獲頭数）　 (平成24年度のカモシカ捕獲頭数)

・イノシシ
7,776頭　　　　　　  ・カモシカ　　231頭

・ニホンジカ 2,745頭　　　　　 （平成23年度のカモシカ製品数）

・ニホンザル
 1,101頭　　　　　　 ・7頭分

・クマ(学習放獣)
　　0頭

・ヌートリア 828頭

・アライグマ
 329頭　


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　農林業被害や生活環境被害等の増加に伴い、有害鳥獣捕獲への要望は年々増加しており、助成によって捕獲に必要な経費の軽減が図れている。また、特別天然記念物であるカモシカの密猟の防止が図られている。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	　農林業被害や生活環境被害の増加に伴い有害鳥獣捕獲への要望は年々増加しており、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　捕獲費用の助成はインセンティブにもなり、積極的な捕獲推進につながっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　今後の鳥獣保護管理施策にフィードバックできるよう、捕獲情報を集約・分析している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
野生鳥獣との軋轢が続く限り、捕獲による対策は継続する必要がある。生息地管理や被害地管理を含めた総合的な対策を進める中で、より効果的な捕獲体制の構築が必要となる。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

有害鳥獣捕獲に必要な経費の一部を助成する本事業を継続し、野生鳥獣との軋轢の軽減を目指す。



